
平成 22 年度 予算要求事業調書

１　予算要求事業の概要
№

6 新規 拡大 継続

款 項 目

3 4 2

番号 20 事業名

事　業
コード

2217 事業名

<目的>

<目標>

<現状(平成21年度末見込み)>

<課題>

・平成22年度　現行事業の継続及び充実強化を図ります。

・平成23年度　現行事業の継続及び充実強化を図ります。

・平成24年度　現行事業の継続及び充実強化を図ります。

　市民一人一人が児童虐待に対する関心と理解を深め、地域ぐるみで子どもへの虐待を防止する
機運の醸成を図っていく必要があることから、一般市民や児童に関わる関係者等を対象とした事
業を広く実施していく必要があると考えております。

保健福祉局　子ども未来部　子育て支援課

　虐待の発生予防から早期発見・早期対応、保護・支援、家族の再統合に至るまでの、切れ目の
ない総合的な支援の充実を図ります。

　虐待の発生予防から早期発見・早期対応、保護・支援、家族の再統合に至るまでの、切れ目の
ない総合的な支援の充実を図っております。

　児童虐待防止対策の強化など、子どもの安心・安全を守る取組みを強化するため、虐待防止の
啓発事業を実施し、児童虐待のない社会づくりに取り組むことを目的としています。目

的
・
目
標

１　要保護児童及びその保護者に関する情報交換及び支援方法の検討の場として、要保護児童対
　策地域協議会を開催します。
２　児童虐待の発生予防から家族の再統合に至るまでの、切れ目のない支援を図るため、関係各
　課所と連携し、支援施策を実施します。

児童虐待防止対策事業

事業名(予算の事務事業名)

総合振興計画新実施計画

区分

会計区分

一般会計

児童虐待ゼロを目指し、対応する職員(保
健師、児童相談所所員など)を増員しま
す。

内
容

所管

現
状
と
課
題

今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

事務事業の位置付け

児童虐待防止対策事業

予算要求事業の概要

根拠法令等 児童虐待の防止等に関する法律、さいたま市次世代育成支援対策行動計画

しあわせ倍増プラン2009
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２　予算要求の内容と査定結果 (単位：千円）

金　額
<積算内訳>
１　児童虐待防止対策事業の実施 5,666
[主な内容]
(１)さいたま市要保護児童対策地域協議会の開催

21 ① 国庫支出金 164 (２)市全職員のオレンジリボン着用による虐待防止ＰＲ
② 一般財源 5,502 (３)子ども虐待防止フォーラムの開催

(４)コミュニティバスによる虐待防止ＰＲ
(５)さいたまスーパーアリーナ横断幕設置による虐待防止ＰＲ
(６)市区庁舎虐待防止啓発懸垂幕設置による虐待防止ＰＲ
(７)虐待防止啓発ポスター・チラシの配布
<積算内訳>
１　児童虐待防止対策事業の実施 5,559
[主な内容]
(１)さいたま市要保護児童対策地域協議会の開催
(２)市全職員のオレンジリボン着用による虐待防止ＰＲ
(３)子ども虐待防止フォーラムの開催
(４)コミュニティバスによる虐待防止ＰＲ
(５)さいたまスーパーアリーナ横断幕設置による虐待防止ＰＲ
(６)市区庁舎虐待防止啓発懸垂幕設置による虐待防止ＰＲ
(７)虐待防止啓発ポスター・チラシの配布
<要求理由>

① 国庫支出金 160
② 一般財源 5,399

<査定内容>
１　児童虐待防止対策事業の実施 5,247
[主な内容]
(１)さいたま市要保護児童対策地域協議会の開催
(２)市全職員のオレンジリボン着用による虐待防止ＰＲ
(３)子ども虐待防止フォーラムの開催
(４)コミュニティバスによる虐待防止ＰＲ
(５)さいたまスーパーアリーナ横断幕設置による虐待防止ＰＲ

22 (６)市区庁舎虐待防止啓発懸垂幕設置による虐待防止ＰＲ
(７)虐待防止啓発ポスター・チラシの配布
<査定理由>

① 国庫支出金 160
② 一般財源 5,087

<査定内容>
　同上

<査定理由>
① 国庫支出金 160
② 一般財源 5,087

区　　分

　要保護児童対策地域協議会の連携強化や子ども虐待防止フォーラ
ム開催など各種虐待防止対策事業を拡大して展開することにより、
児童虐待のない社会づくりを目指すため必要な経費を要求したもの
です。

　内容及び積算を確認し、適正であると認められるため概ね要求の
とおりとしました。

備　　　考

平
成

年
度

当初予算

当初予算要求

財政局長査定

平
成

市長査定

　財政局長査定の内容及び理由について、適正と認められるため、
財政局原案のとおりとしました。

財源内訳

財源内訳

財源内訳

財源内訳

5,247

年
度

5,666

5,559

5,247
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